
 
 
 

特
殊
法
人
等
の
役
職
員
の
関
係
営
利
企
業
へ
の
就
職
の
制
限
に
関
す
る
法
律
案
要
綱 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
一 
目
的 

こ
の
法
律
は
、
特
殊
法
人
等
の
役
員
及
び
職
員
に
つ
い
て
、
そ
の
離
職
後
、
特
殊
法
人
等
と
密
接
な
関
係
に
あ
る
特
定
の

私
企
業
の
地
位
等
に
就
く
こ
と
の
制
限
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
特
殊
法
人
等
の
業
務
の
適
正
な
運
営
の
確

保
等
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
一
条
関
係
） 

 
 
 
 

 
 

二 

定
義 

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
特
殊
法
人
等
」
と
は
、
法
律
に
よ
り
直
接
に
設
立
さ
れ
た
法
人
又
は
特
別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の

設
立
行
為
を
も
っ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
（
総
務
省
設
置
法
第
四
条
第
十
五
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
な
い
法
人
並
び
に
そ
の

役
員
及
び
職
員
が
国
家
公
務
員
と
さ
れ
て
い
る
法
人
を
除
く
。
）
、
独
立
行
政
法
人
通
則
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
独

立
行
政
法
人
で
あ
っ
て
同
条
第
二
項
に
規
定
す
る
特
定
独
立
行
政
法
人
（
以
下
「
特
定
独
立
行
政
法
人
」
と
い
う
。
）
以
外

の
も
の
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
法
人
の
う
ち
、
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
い
う
こ

と
。 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

① 

資
本
金
の
二
分
の
一
以
上
が
国
か
ら
の
出
資
に
よ
る
も
の 

 
 

一



 

二

 
② 

①
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
国
か
ら
出
資
を
受
け
、
か
つ
、
そ
の
設
立
の
根
拠
と
な
る
法
律
又
は
法
人
格
を
付
与
す
る

法
律
に
お
い
て
、
役
員
、
職
員
そ
の
他
の
当
該
法
人
の
業
務
に
従
事
す
る
者
を
法
令
に
よ
り
公
務
に
従
事
す
る
者
と
み
な

す
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の 

（
第
二
条
関
係
） 

三 

関
係
営
利
企
業
へ
の
就
職
の
制
限 

１ 

特
殊
法
人
等
の
役
員
及
び
職
員
は
、
離
職
後
二
年
間
は
、
物
品
の
製
造
又
は
販
売
、
工
事
の
請
負
、
役
務
の
提
供
、
金

銭
、
物
品
又
は
不
動
産
の
貸
付
け
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
取
引
を
業
と
し
て
行
う
営
利
を
目
的
と
す
る
私
企
業
（
以
下

「
営
利
企
業
」
と
い
う
。
）
の
地
位
で
、
そ
の
離
職
前
五
年
間
に
在
職
し
て
い
た
特
殊
法
人
等
又
は
政
令
で
定
め
る
国
の

機
関
、
特
定
独
立
行
政
法
人
若
し
く
は
日
本
郵
政
公
社
と
密
接
な
関
係
に
あ
る
も
の
に
就
く
こ
と
を
承
諾
し
、
又
は
就
い

て
は
な
ら
な
い
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
三
条
第
一
項
関
係
） 

２ 

１
は
、
特
殊
法
人
等
の
役
員
又
は
職
員
の
任
命
権
を
有
す
る
者
の
申
出
に
よ
り
、
人
事
院
規
則
で
定
め
る
基
準
に
従
い

行
う
当
該
特
殊
法
人
等
に
係
る
主
務
大
臣
の
承
認
を
得
た
場
合
に
は
、
当
該
特
殊
法
人
等
の
役
員
又
は
職
員
に
つ
い
て
は
、

適
用
し
な
い
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
三
条
第
二
項
関
係
） 



３ 

２
の
主
務
大
臣
は
、
２
の
承
認
を
行
お
う
と
す
る
と
き
は
、
政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
人
事
院

の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
三
条
第
三
項
関
係
） 

四 

非
常
勤
の
役
職
員
等
に
関
す
る
特
例 

１ 

三
１
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
特
殊
法
人
等
の
非
常
勤
の
役
員
及
び
職
員
そ
の
他
特
殊
法
人
等
の
業
務
の
適
正
な
運
営
の

確
保
に
支
障
が
な
い
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
役
員
及
び
職
員
（
２
に
よ
り
離
職
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
者
を
除

く
。
）
は
、
三
１
の
役
員
及
び
職
員
に
含
ま
れ
な
い
も
の
と
し
、
政
令
で
定
め
る
そ
れ
ら
の
者
に
相
当
す
る
者
と
し
て
の

在
職
は
、
三
１
の
在
職
に
含
ま
れ
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
四
条
第
一
項
関
係
） 

２ 

特
殊
法
人
等
の
役
員
又
は
職
員
が
当
該
特
殊
法
人
等
の
非
常
勤
の
役
員
若
し
く
は
職
員
又
は
１
の
政
令
で
定
め
る
役
員

若
し
く
は
職
員
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
三
１
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
特
殊
法
人
等
の
役
員
又
は
職
員
は
、
そ
の
時
に

お
い
て
離
職
し
た
も
の
と
み
な
す
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
四
条
第
二
項
関
係
） 

五 

国
会
へ
の
報
告 

 

内
閣
は
、
毎
年
、
遅
滞
な
く
、
国
会
に
対
し
、
前
年
に
お
い
て
三
２
の
主
務
大
臣
が
行
っ
た
三
２
の
承
認
の
処
分
に
関
し
、

各
承
認
の
処
分
ご
と
に
、
承
認
に
係
る
者
が
離
職
前
五
年
間
に
在
職
し
て
い
た
特
殊
法
人
等
又
は
三
１
の
国
の
機
関
、
特
定

 
 

三



 

四

独
立
行
政
法
人
若
し
く
は
日
本
郵
政
公
社
に
お
け
る
職
又
は
官
職
、
承
認
に
係
る
営
利
企
業
の
地
位
、
承
認
を
し
た
理
由
そ

の
他
必
要
な
事
項
を
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

（
第
五
条
関
係
） 

六 

罰
則 

三
１
に
違
反
し
て
営
利
企
業
の
地
位
に
就
い
た
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
こ
と
。 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

（
第
六
条
関
係
） 

 
 
 

 
 
 

七 

そ
の
他 

１ 

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。 

 
 
 

 
 

（
附
則
第
一
項
関
係
） 

２ 

特
殊
法
人
等
の
役
員
又
は
職
員
で
あ
っ
た
者
が
こ
の
法
律
の
施
行
の
時
に
お
い
て
そ
の
離
職
後
二
年
を
経
過
し
て
い
な

い
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
三
１
は
、
適
用
が
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

（
附
則
第
二
項
関
係
） 

３ 

国
の
機
関
の
職
員
並
び
に
特
定
独
立
行
政
法
人
及
び
日
本
郵
政
公
社
の
役
員
及
び
職
員
の
営
利
企
業
へ
の
就
職
の
制
限

に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
者
の
営
利
企
業
へ
の
就
職
等
に
関
す
る
状
況
、
こ
れ
に
関
す
る
世
論
の
動
向
等
を
踏
ま
え
、
そ

の
強
化
等
に
必
要
な
法
制
上
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ら
と
の
均
衡
、
整
合
性
等
を
考
慮
し
て
、
こ
の
法



律
の
規
定
に
つ
い
て
、
検
討
が
加
え
ら
れ
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
所
要
の
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
も
の
と

す
る
こ
と
。 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

（
附
則
第
三
項
関
係
） 

  

 
 

五


